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資 料

生活保護受給者への架電による健診の受診勧奨と受診行動との関連：
豊中市の 2年間の取り組み
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目的　生活保護受給者（被保護者）の健康状態が好ましくないこと， 健診受診割合が低調なことな

どを背景に， 2021年から被保護者健康管理支援事業が必須事業となり， 重点項目に健診受診

勧奨が位置付けられたが， 被保護者の健診受診を促す方法に関する検討は乏しい。本研究で

は， 豊中市の取り組みから架電による勧奨が被保護者の健診受診に与える影響を検討し， 国

内で参照できる資料を作成することを目的とした。

方法　2021， 2022年度10月時点で40歳以上60歳未満の被保護者を対象とした。2021年度には対象

者すべてに同時期に架電した。2022年度には生活保護世帯番号の偶奇により時期をずらして

架電した。対象者には福祉事務所の医療担当者が架電した。2021年度には勧奨できた群（勧

奨群）と， 不在・不通等で勧奨できなかった群（非勧奨群）に分類し受診割合の違いを被保護

者の属性ごとに検証した。2022年度には奇数群， 偶数群に分類し， 架電による効果を検証した。

結果　2021年度には， 対象者403人のうち32人（7.9%）， うち勧奨群では255人中26人（10.2%）， 非

勧奨群では148人中 6 人（4.1%）が受診した。50歳代（勧奨13.3% vs 非勧奨3.1%; P ＝ 0.006），
就労収入なし（勧奨13.9% vs 非勧奨3.6%; P ＝ 0.014）， 過去の健診未受診（勧奨9.1% vs 非勧奨

1.5%; P ＝ 0.003）， 定期受診先なし（勧奨8.3% vs 非勧奨 0 %; P ＝ 0.012）で， 勧奨群の受診割

合が高かった。2022年度には奇数群に247人， 偶数群に225人が割り付けられ， 群間の特徴に

差はなかった。介入期間中に奇数群では247人中 4 人（1.6%）， 偶数群では219人中10人（4.6%）

が受診し， 非介入期間中に奇数群では 5 人（2.1%）， 偶数群では 6 人（2.7%）が受診した。年

度末ほど受診割合が高かった。架電による健診受診への条件付きオッズ比は1.35（95% 信頼区

間0.59–2.93, P ＝ 0.503）と推定された。

結論　被保護者への架電による健診受診勧奨は十分な効果が得られなかったが，「50歳代」「就労収

入なし」「過去の健診未受診」「定期受診先なし」などの属性を持つ被保護者にターゲットを絞

り， 確実に架電できる方法で， 年度末など期限が近い時期に実施することが効果的な可能性

があった。
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Ⅰ  緒 言

健康の資源にアクセスすることは， すべての人の

普遍的権利である1)。生活に困窮している人ほど，

健康への投資を行いにくく， 健康にも不利な影響を

受けていることは近年の社会疫学研究やヘルスサー

ビスリサーチ研究で確かな事実として明らかになっ

てきている2)。そのように生活に困窮する人々の健

康で文化的な生活を支援するために， 最低生活や保

健医療への資源のアクセスを保障することの重要性

が強調され3,4)， 高所得国のほとんどの国で公的扶

助のしくみが整備されてきた。生活に困窮する人々

の生計を維持するために最低生活保障としての現金

給付や， 健康な生活を保障するための医療サービス

の現物給付が実施されてきた5)。

近年， これらの公的扶助制度の利用者の健康状態

に関する知見が報告されるようになってきた。たと

えば， 高所得国で公的扶助制度を利用している人々
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の健康状態は， 非利用者と比較して好ましくないこ

とが報告されている6)。たとえば， Shahidi らのレ

ビュー6) によれば， 公的扶助の利用者では， 非利用

者と比べて主観的な健康観が好ましくなく， 精神疾

患や不安・抑うつの有病割合が多く， 糖尿病や肥満

を有する者の割合が多く， 死亡率が高いことなどが

報告されている。また， 公的扶助の利用者では， 健

康にリスクがある行動をとりやすいことも報告され

ている。たとえば利用者では喫煙や問題のある飲酒

行動を経験する割合が高く， 医療機関への頻回の受

診行動を起こしやすいことも知られている。これら

の報告から， 公的扶助制度の利用はその利用者の健

康に対して， 十分に保護的に働いていない可能性が

あり， 追加的な支援を提案しているような報告もあ

る6～8)。

日本国内でも同様に， 健康で文化的な最低限度を

保障する公的扶助制度として生活保護のしくみが整

備され， 2021年には国民のおよそ1.6% が利用して

いると報告されている9)。国内においても， 諸外国

と同様に生活保護受給者（被保護者）を対象とした

疫学研究が進みつつある。たとえば， 福祉事務所で

管理される生活保護台帳や生活保護の医療扶助レセ

プトデータを活用した研究の発展により， 被保護者

では糖尿病の有病率が公的医療保険加入者よりも高

く， 有病率の分布が10歳若いこと10)， 抑うつや自殺

企図・自殺念慮の有病割合が高いことが示されてき

た11,12)。また被保護者に焦点を当てた研究では， 独

居や不就労の被保護者では健康を害しやすく， 頻回

受診を経験しやすいこと13,14)， さらには， 健康維持

のために適切な受診行動をとることが難しい属性を

もつ集団が特定されるようになってきた15,16)。その

ようなデータが蓄積されてきたこともあり， 被保護

者の健康支援や医療扶助費の適正化を目的とした被

保護者健康管理支援事業が2021年にすべての福祉

事務所で必須事業化された。これまで， 被保護者は

特定健康診査の対象にはなっておらず， 法的には健

康増進法に基づく健康診査を受診していたが， 福祉

事務所が被保護者に健診受診を促すしくみはなかっ

た。被保護者には疾病が社会経済的に集積しやすい

ハイリスク集団であるにも関わらず， その生活上の

困難などを背景に健診受診割合は低調であった17)。

そのため， 被保護者健康管理支援事業においては，

その事業の重点項目の一つとして健診受診勧奨を位

置付け被保護者の健診受診を促すとともに， データ

に基づく健康管理支援が提唱された17)。このような

背景から， さまざまな福祉事務所において， 被保護

者の健診受診割合を向上させる事業戦略が架電や郵

便物などといったさまざまな手法で試みられている

が， どのような方法がどの程度効果的なのかに関す

る蓄積は乏しく， 各自治体においてその方法を模索

しているのが現状である。

そこで本研究では， 被保護者に対する医療扶助適

正化の方針18) を他市に先駆けて立案しその一環で

市民健診受診勧奨事業を推進してきた大阪府豊中市

の取り組みを例に， 架電による被保護者への健診受

診勧奨が， どの程度被保護者の健診受診行動を促す

のかどうかを定量的に検討した。その結果をもと

に， 日本各地の福祉事務所が参照できる資料を作成

することを目的とした。

Ⅱ  方 法

1. 大阪府豊中市の概要
大阪府豊中市は， 約40万人の人口， 高齢化率約

25% といった人口的特徴を持ち， 地理的には大阪

市と隣接する， 空港等の交通網が充実しているベッ

ドタウンとして発展してきた中核市である。2021
年時点で被保護人員数は約7,500世帯の約9,500人か

らなり， 保護率は約24‰である。近隣に位置する同

規模の自治体における保護率は7.6～16.1‰と報告

されており， 大阪北部では比較的保護率の高い自治

体である。2016年より， 被保護者に対する医療扶

助適正化の方針を他市に先駆けて立案し実践してき

たが， その一環で被保護者に対する本格的な市民健

診受診勧奨事業を実施してきた18)。開始後， 被保護

者の健診受診割合を集計するしくみが整備された

が， 新型コロナウイルス感染症の流行の影響なども

相まって， その受診割合は約 6 % 前後で推移して

きたことが把握された。2021年から被保護者健康

管理支援事業が必須事業として位置づけられ， 被保

護者への健診受診勧奨が推奨されたこと， また「第

2 期豊中市医療扶助の適正な実施に関する方針」18)

において2023年度までの健診受診者数を定めてい

ることなどを背景に， 2021年度と2022年度は「健

診受診勧奨強化月間」を設け， 架電による集中的か

つ直接的な勧奨を実施してきた。両年度に豊中市が

被保護者健康管理支援事業の取り組みの一環として

実施・収集したデータを， 本研究では二次利用し

た。データの研究への二次利用に関しては， 大阪医

科薬科大学の研究倫理委員会により承認されている

（2022年 8 月16日　承認番号：2022-089）。
2. 2021年度の実践
1) 対象者

2021年10月に豊中市内で生活する40歳以上60歳
未満の被保護者2,110人を対象とした。そのうち

2021年度に健診をすでに受診していた12人， 2021
年度の保護開始者（保護開始時に受診勧奨済）53
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人， 職域での健診の対象となる社会保険加入者43
人， 長期入所・入院中である207人， 自立支援医療

（精神通院医療）利用者および精神障害者保健福祉

手帳所持者942人， 抽出時点でがんの治療中や訪問

診療を利用し在宅療養中の254人， 被保護者との支

援関係の状況をふまえ， 架電勧奨が関係性の悪化に

つながると担当ケースワーカーが判断した者196人
を除外し， 403人が対象となった。

2) 健診受診勧奨の方法

2021年11月～2022年 3 月にかけて， すべての対

象者に福祉事務所の医療事務担当者 5 人と健康管理

支援員（保健師） 2 人が分担し架電で直接受診勧奨

を行った。架電に際し， 健康管理支援員が架電対応

のマニュアル・Q ＆ A・フローチャートを作成し，

架電担当者への説明会を実施した。同一世帯に対象

者が複数いる場合は， 代表者に家族の受診について

も勧奨した。 1 回目の架電時に不通であった場合

は， 再度日時を改めて 2 回目の架電を行い， 2 回と

も不在であった場合は受診勧奨不可として終了し

た。架電に要する時間は 1 ケースで約 1～3 分程度

であった。

3) 変数

目的変数には， 当該年度の健診受診の有無（2 値）

を用い， 説明変数には， 架電による勧奨ができた群

（勧奨群）と不通により勧奨ができなかった群（非

勧奨群）に分類した 2 値変数を用いた。目的変数と

説明変数の関連を， 福祉事務所が業務上収集してい

る社会人口学的な属性情報（年齢階級， 性別， 世帯

構成， 就労などによる収入の有無）や過去の健診受

診歴の有無， 定期的に受診する医療機関の有無ごと

に検証した。ここで就労などによる収入は， 就労・

雇用形態を問わず， 被保護者が就労により収入を得

ている場合に「就労収入あり」と定義した。また，

過去の健診受診歴の有無に関しては， 過去 3 年間に

市民健診を 1 度でも受診している記録がある場合に

「健診受診歴あり」と定義した。2021年10月時点で

過去 6 か月に同一医療機関への複数回の受診歴があ

る場合に「定期的に受診する医療機関あり」とした。

4) 統計解析

勧奨群と非勧奨群における健診受診割合の違いを

算出した。被保護者の属性によって架電による受診

勧奨と健診受診との関連に有意な差があるかを， カ

イ二乗検定を用いて検証した。有意水準は両側 P 値

0.05と設定した。解析には STATA MP Ver.18（Stata 
Corp., College Station, TX, USA）を用いた。

3. 2022年度の実践
1) 対象者

2021年度の実践と同様， 2022年10月に豊中市内

で生活する40歳以上60歳未満の被保護者2,082人を

対象とした。そのうち2022年度に健診をすでに受

診していた14人， 2022年度の保護開始者（保護開始

時に受診勧奨済）70人， 職域での健診の対象となる

社会保険加入者51人， 長期入所・入院中の者148
人， 自立支援医療（精神通院医療）利用者および精

神障害者保健福祉手帳所持者889人， 抽出時点でが

んの治療中や訪問診療を利用し在宅療養中の358
人， 被保護者との支援関係の状況をふまえ， 架電勧

奨が関係性の悪化につながると担当ケースワーカー

が判断した者80人を除外し， 472人が対象となっ

た。

2) 健診受診勧奨の方法

2021年度と同様の手法により架電による勧奨を

行ったが， 2022年度には， その勧奨のタイミング

に差異を生じさせた。具体的には， ランダム化比較

試験のクロスオーバー試験を模倣し， 生活保護世帯

に実務上付番されている保護世帯番号の奇数偶数で

2 群に被保護者を割り付け， 架電勧奨の時期をずら

して勧奨した。世帯番号奇数群は11月に架電勧奨を

行い， 世帯番号偶数群には架電勧奨を行わず介入を

行わなかった。 1 か月間のウォッシュアウト期間を

設け， 介入をクロスオーバーした。世帯番号偶数群

に対して翌年 2 月に架電勧奨を行い， 奇数群には介

入を行わず経過を観察した。2021年度の実践と同

様， 1 回目の架電時に不通であった場合は， 再度日

時を改めて 2 回目の架電を行い， 2 回とも不在で

あった場合は受診勧奨不可として終了した。各群と

もに架電が可能であったかどうかに関わらず， 2 か

月間を介入後の観察期間とし， 群間の受診の有無を

観察した（図 1）。
3) 統計解析

世帯番号の偶奇はランダムに付番されており， 偶

奇の各群で対象者の特性に偏りがないかを確認し

た。偶奇の各群で介入・非介入期間の健診受診割合

を算出した。ここで， 介入をクロスオーバーしたこ

とによる同一個体の追跡に伴う個人の階層構造の影

響を考慮するために， 健診受診の有無を目的変数，

架電勧奨による介入の有無を説明変数とした一般化

推定方程式によるロジスティック回帰分析を行い，

架電勧奨による健診受診の条件付きオッズ比とその

信頼区間を算出し， 介入時期の健診受診割合への効

果を推定した。有意水準を両側 P 値0.05と設定し

た。また， 2021年度と同様， 架電による勧奨がで

きた群（勧奨群）と， 不在・不通等で勧奨ができな

かった群（非勧奨群）に分類し， 架電による受診勧

奨と健診受診との関連に有意な差があるかを， カイ

二乗検定を用いて追加分析した。解析には STATA 
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MP Ver.18（Stata Corp., College Station, TX, USA）
を用いた。

Ⅲ  結 果

1. 2021年度の結果
対象者403人のうち32人（7.9%）が健診を受診 

した。勧奨群には255人が該当し， うち26人
（10.2%）， 非勧奨群には148人が該当し， うち 6 人

（4.1%）が健診を受診していた。受診勧奨できたか

どうかに年齢， 性別， 就労状況， 世帯構成などに有

意な群間差はなかった。属性ごとに受診者の割合を

比較したところ， 50歳代の被保護者（勧奨群13.3% 
vs 非勧奨群3.1%; P ＝ 0.006）， 就労収入がない被保

護者（勧奨群13.9% vs 非勧奨群3.6%; P ＝ 0.014），
過去の健診受診歴がない被保護者（勧奨群9.1% vs 
非勧奨群1.5%; P ＝ 0.003）， 定期的に受診している

医療機関がない被保護者（勧奨群8.3% vs 非勧奨群

0 %; P ＝ 0.012）で， いずれも架電勧奨を受けた群

で健診受診割合が有意に高い結果であった（表 1）。
2. 2022年度の結果
世帯番号奇数群には247人， 世帯番号偶数群には

225人が割り付けられた。架電勧奨ができたかどう

図 1 2022年度の架電勧奨のプロトコール：奇数群・偶数群の架電勧奨と観察期間およびその結果

表 1 2021年度の架電による健診受診勧奨が実施できた群とそうでない群の比較

カテゴリー

勧奨群 非勧奨群

P 値
変数名

勧奨者数
N ＝ 255

受診者数
n ＝ 26

各カテゴ
リーの受
診割合

非勧奨者数
N ＝ 148

受診者数
n ＝ 6

各カテゴ
リーの受
診割合

年齢 40–49歳 89 4 4.5% 50 3 6.0% 0.69
50–59歳 166 22 13.3% 98 3 3.1% 0.006

性別 女性 145 12 8.3% 81 3 3.7% 0.18
男性 110 14 12.7% 67 3 4.5% 0.07

就労収入 あり 133 9 6.8% 65 3 4.6% 0.55
なし 122 17 13.9% 83 3 3.6% 0.014

過去の健診受診歴 あり 23 5 21.7% 12 4 33.3% 0.45
なし 232 21 9.1% 136 2 1.5% 0.003

世帯構成 独居 122 11 9.0% 78 3 3.8% 0.16
二人以上 133 15 11.3% 70 3 4.3% 0.09

定期的に受診する医療機関 あり 146 17 11.6% 77 6 7.8% 0.36
なし 109 9 8.3% 71 0 0.0% 0.012

P 値は各カテゴリーごとの勧奨群および非勧奨群における受診率のカイ二乗検定の結果
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か， 2021年度の架電対象かどうか， 性別， 過去の

健診受診歴， 定期的に受診する医療機関， 世帯構

成， 就労・収入状況， 居住地区， に有意な群間差は

見られなかった（表 2）。
各群の介入・非介入期間ごとの受診者数では， 介

入期間中に奇数群では247人中 4 人（1.6%）の受診

が観察され， 偶数群では219人中10人（4.6%）の受

診が観察された。非介入期間の受診割合は奇数群で

は 5 人（2.1%）， 偶数群では 6 人（2.7%）であった。

年度末ほど健診受診割合が高くなっていた（図 1）。
介入期間中の受診割合は両群あわせて3.0%， 非介

入期間中の受診割合は両群あわせて2.4% であっ

た。ウォッシュアウト期間と定めた 1 月中の受診は

なかった。健診受診を目的変数とし， 一般化推定方

程式によるロジスティック回帰分析では， 架電介入

による健診受診への条件付きオッズ比は1.35（95%
信頼区間0.59–2.93， P ＝ 0.503）と推定され， 架電

勧奨による被保護者の健診受診割合の向上は， 統計

的に有意な結果ではなかった。

2021年度の実践と同様に， 架電ができたかどうか

によって健診受診割合を算出すると， 架電勧奨群で

は240人中17人（7.1%）に健診受診が観察され， 架

電非勧奨群では232人中 8 人（3.4%）に健診受診が

観察された（P ＝ 0.078）。

Ⅳ  考 察

2021年度および2022年度に豊中市で実践した，

被保護者に対する架電による受診勧奨の取り組みに

ついて集計し報告した。2021年度および2022年度

の実践からは， 架電がつながり， 直接勧奨できた場

合に被保護者の健診受診行動が促される傾向があっ

た。表 1 の結果からは， その受診割合の上昇は50
歳代であることに加え， 就労収入なし， 過去の健診

未受診， 定期受診している医療機関がないといった

支援の起点となりうる機関とのつながりが乏しい被

保護者において効果的である可能性があった。しか

し， 2022年度のクロスオーバー試験を模した結果

からは， 被保護者全体に架電勧奨を行っても受診割

合に有意な向上は得られないことが示唆された。と

くに， 奇数群の介入期間の受診割合（1.6%）は，

両群の非介入期間の受診割合（偶数群2.7%， 奇数

群2.1%）を下回っていた。非介入期間の健診受診

割合は両群ともおよそ 2 % 台であることから， 介

入がない場合のベースラインの受診割合はこの程度

であると推定できる。その上で， 奇数群の介入期間

の受診割合がそれを下回っていたことに関しては，

健診受診の発生数の少なさに伴う偶然誤差の可能性

をもちろん考慮すべきだが， 介入により受診行動を

控えた可能性も念頭に置いておく必要がある。実際

表 2 2022年度の架電による健診受診勧奨の群分け：世帯番号の奇数群と偶数群の比較

変数名 カテゴリー 奇数群 N ＝ 247 % 偶数群 N ＝ 225 % P

架電勧奨 可 126 51.0% 114 50.7% 1.00
不通 121 49.0% 111 49.3%

2021年度の架電勧奨の有無 あり 150 60.7% 145 64.4% 0.40
なし 97 39.3% 80 35.6%

年齢 40–49歳 93 37.7% 73 32.4% 0.23
50–59歳 154 62.3% 152 67.6%

性別 女性 135 54.7% 111 49.3% 0.25
男性 112 45.3% 114 50.7%

就労収入 あり 103 41.7% 103 45.8% 0.37
なし 144 58.3% 122 54.2%

過去の健診受診歴 あり 34 13.8% 28 12.4% 0.67
なし 213 86.2% 197 87.6%

世帯構成 独居 131 53.0% 132 58.7% 0.22
二人以上 116 47.0% 93 41.3%

定期的に受診する医療機関 あり 141 57.1% 128 56.9% 0.97
なし 106 42.9% 97 43.1%

居住地区 北部 64 25.9% 44 19.6% 0.09
中部 121 49.0% 109 48.4%
南部 62 25.1% 72 32.0%

P 値は各変数カテゴリーの奇数群および偶数群における分布のカイ二乗検定の結果
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に被保護者では， 保健福祉専門職からの支援が届き

にくく， 不利なアウトカムにつながりやすいことが

報告されており19)， 支援を拒んだ結果受診に至らな

かった可能性も考えられた。しかし， 年度末の時期

に被保護者の健診受診が介入により増加していたこ

とを踏まえると，「年度末まで受けられます」と

いった期限が近いことを明示するなど， 損失を回避

するナッジによる勧奨20) は， 受診行動をより増や

す方向に働く可能性があった。実際に， 被保護者に

受診勧奨した際の会話に関して， 11月の勧奨時には

「今はまだちょっと・・・」「年度末には・・・」と

いう返答が確認されていた。

被保護者のように生活に困窮している人々の行動

変容は一般的に得られにくい21,22)。今回実施したよ

うに架電という介入だけでは， 被保護者の健診受診

をはじめとした健康に関する行動変容を十分に促せ

ない可能性があった。本研究の知見から， 被保護者

健康管理支援事業が被保護者の健康支援に寄与する

事業に発展していくためには， 健診受診に至ってい

ない被保護者へのアウトリーチが必要となる可能性

が示唆された。たとえば架電による健診受診勧奨に

反応が乏しいと考えられた集団や， 架電による受診

勧奨に至らなかった集団へのアウトリーチ活動が求

められる。具体的には， 個々の被保護者への保健師

やケースワーカーによるアプローチに加え， 被保護

者が何らかの理由で医療機関を受診する機会や， 就

労支援機関等を利用する機会を活用し， 健診受診等

の健康増進の機会にもつなげられるような地区医師

会をはじめとするさまざまな支援団体等との協働も

考えられるだろう。

本研究の強みとしては， 全国で必須事業として実

施されている被保護者健康管理支援事業における重

点項目のひとつである健診受診勧奨に架電という

ツールがどの程度活用可能かを提起したことが挙げ

られる。福祉事務所の規模や人員数， 被保護者数を

鑑み， 架電による勧奨を事業計画のひとつの方法と

して検討できる資料にすることができた。その傍

ら， 健診に関しては健康増進に寄与する十分なエビ

デンスが存在していないという指摘もあるため23)，

疾病が集積しやすい被保護者集団における健診受診

効果の検証も求められる。今後は受診勧奨につな

がった被保護者が健診受診を継続できるか， 医療扶

助レセプトデータなどから健康状態の変化が生じて

いないかなどの記述や追跡を行うことが求められ

る。

本研究の限界について記す。まず， クロスオー

バー試験を模倣した2022年度の取り組みは， 世帯

番号の偶奇で被保護者の属性に有意な群間差はな

かったものの， 確実に個人単位でランダム化されて

いるとはいえず， その因果効果には十分に言及でき

ない。また2021年および2022年の取り組み双方と

も， 主に被保護者の疾病の状況等から架電勧奨の対

象者から除外された集団が存在するため， そのよう

な人々への健康診査の勧奨の意義やその方法の追加

的議論が必要である。また本研究は比較的都市部の

単一自治体の事例であり， 一般化可能性の限界があ

る。人口規模や保護率の異なる自治体での取り組み

などを検証することも必要となるだろう。

Ⅴ  結 語

被保護者への健診受診勧奨を目的とした被保護者

全体への架電勧奨は十分な効果が得られにくい現状

が明らかになった。架電による健診受診割合の向上

が得られた「50歳代」「就労収入なし」「過去の健診

未受診」「定期受診先なし」などの属性を持つ被保

護者にターゲットを絞り， 確実に架電できる方法

で， 年度末など期限が近い時期に実施することが効

果的な可能性があった。今後は受診勧奨につながっ

た被保護者の健康状態の記述や追跡を行うことと，

架電による受診勧奨に反応が乏しいと考えられた集

団および架電による受診勧奨に至らなかった集団へ

の対応が求められる。
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Telephone navigation and health check attendance among public assistance 
recipients: Lessons from two-year effort in Toyonaka City

Daisuke NISHIOKA* and Shoko TAKEMOTO2*

Key words： poverty, public assistance, health management support program, health check, telephone navigation

Objective　Poverty is a significant health determinant. As public assistance recipients experience difficulties in 
health management, a healthcare management support program to provide health checks has been 
implemented by welfare offices in Japan since 2021. However, effective approaches to maximize health 
check rates are limited. This study aimed to identify the impact of telephone navigation on recipients’ 
health check-receiving behaviors, using data from welfare offices in Toyonaka City.

Methods　This study included recipients aged 40–60 years who received telephone navigation for health check 
programs in 2021 and 2022. In 2021, telephone navigation was provided to eligible recipients. In 2022, 
the recipients were divided into two groups based on their household identification numbers (even/odd). 
We examined the difference in the health check rate in 2021 depending on whether the navigation system 
was connected. Additionally, we examined the differences across groups and navigation periods in 2022.

Results　In 2021, 32 (7.9%) recipients received health checks. Twenty-six (10.2%) of the 255 recipients and six 
(4.1%) of the 148 recipients in the navigated and non-navigated groups, respectively, underwent health 
checks. In the navigated group, health check rates were higher among recipients in their 50s (13.3% vs. 
3.1%; P =  0.006), unemployed recipients (13.9% vs. 3.6%; P =  0.014), those who did not receive pre-
vious health checks (9.1% vs. 1.5%; P =  0.003), and those who did not receive regular medical consul-
tations (8.3% vs. 0%; P =  0.012). In 2022, 247 and 225 patients were assigned to the odd- and 
even-numbered groups, respectively, with no differences in their characteristics. During the intervention 
period, four (1.6%) of the 247 recipients and 10 (4.6%) of the 219 recipients in the odd- and even-num-
bered groups, respectively, underwent health checks. During the non-intervention period, five (2.1%) 
and six (2.7%) recipients of the odd- and even-numbered groups, respectively, underwent health checks. 
Health check rates were higher toward the deadlines. The estimated conditional odds ratio for receiving 
the health checks by the navigation was 1.35 (95% confidence interval; 0.59–2.93, P =  0.503).

Conclusion　Telephone navigation may be effective in some recipients. Meanwhile, targeting recipients with 
attributes, such as “in their 50s,” “unemployed,” “received no previous health checks,” and “received no 
regular medical consultations” may increase the response rate. Therefore, policymakers should consider 
using reliable telephone navigation methods and navigating near deadlines.

*  Department of Medical Statistics, Medical Research & Development Center, Osaka Medical 
and Pharmaceutical University

2*  Welfare office, Department of Welfare, Toyonaka-city


